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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第51期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第5号 平成17年12月9日)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号 平成17年12月9日)を適用して

おります。 

  

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期 

決算年月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月

売上高 (千円) 7,555,751 7,380,194 6,386,395 5,587,394 5,810,335

経常利益又は経常損失(△) (千円) 9,445 △51,002 △88,094 △110,506 139,870

当期純利益又は当期純損失
(△) 

(千円) 7,009 △175,250 △322,776 △312,326 85,094

持分法を適用した場合の投
資利益又は投資損失の金額 

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 522,323 522,323 522,323 522,323 522,323

発行済株式総数 (株) 3,542,000 3,542,000 3,542,000 3,542,000 3,542,000

純資産額 (千円) 1,566,001 1,374,980 1,052,518 734,872 822,952

総資産額 (千円) 7,157,906 7,016,634 6,372,249 5,294,893 5,040,350

１株当たり純資産額 (円) 442.36 388.45 297.35 207.61 232.53

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額) 

(円) 
(円) 

5.00 
(－) 

－
(－) 

－
(－) 

－ 
(－) 

－
(－) 

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△) 

(円) 1.98 △49.51 △91.19 △88.24 24.04

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 21.88 19.60 16.51 13.88 16.33

自己資本利益率 (％) 0.45 － － － 10.34

株価収益率 (倍) 90.91 － － － 8.19

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(千円) 361,109 370,168 △109,272 660,989 446,055

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(千円) △168,716 △187,196 △295,499 △53,278 28,273

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(千円) △338,265 △10,300 △252,938 △638,807 △456,799

現金及び現金同等物の期末
残高 

(千円) 836,289 1,008,961 351,251 320,154 337,683

配当性向 (％) 252.5 － － － －

従業員数 (名) 325 312 294 274 224



２【沿革】 

  

 

年月 事項

昭和31年４月 株式会社武井工業所を資本金300万円にて、東京都杉並区高円寺北２丁目に、コンクリート二

次製品の製造・販売を目的に設立。 

昭和31年４月 東京都杉並区方南町に東京工場を設置。 

昭和31年４月 茨城県石岡市若松町に石岡工場を設置。（昭和54年４月閉鎖） 

昭和37年10月 栃木県下都賀郡国分寺町に栃木工場を設置。 

昭和43年10月 茨城県東茨城郡小川町に小川工場を設置。 

昭和50年３月 茨城県真壁郡明野町に明野工場を設置し、打込杭の製造を開始。 

昭和52年12月 東京の本社機能を茨城県石岡市若松町に移転。 

平成２年10月 茨城県西茨城郡岩瀬町に岩瀬工場を設置。 

平成３年８月 事業拡大のため不動産の売買、賃貸及び管理、石材の販売、コンピューター機器及びソフトウ

ェアの開発・販売、造園工事の企画・設計・施工・管理、産業廃棄物の運搬及び処理、鉄筋の

加工並びに販売を事業目的に追加。 

平成３年10月 石材及び石材製品の販売を目的として子会社ティクス㈱を設立。 

平成３年12月 那須営業所（栃木県那須郡西那須野町）を設置。（平成12年７月閉鎖） 

平成４年２月 潮来営業所（茨城県行方郡潮来町）を設置。 

平成４年２月 岩井営業所（茨城県岩井市）を設置。（平成12年６月閉鎖） 

平成４年２月 常陸太田営業所（茨城県常陸太田市）を設置。（平成９年12月閉鎖） 

平成４年７月 佐野営業所（栃木県佐野市）を設置。（平成８年12月閉鎖） 

平成４年７月 東京営業所（東京都千代田区神田須田町）を設置。（平成５年７月東京都千代田区富士見へ移

転） 

平成５年４月 小山営業所（栃木県下都賀郡国分寺町）を設置。（平成９年７月閉鎖） 

平成５年４月 宇都宮営業所（栃木県宇都宮市）を設置。（平成９年７月閉鎖） 

平成５年６月 蓼科産業株式会社を吸収合併。 

平成６年９月 千葉営業所（千葉県千葉市稲毛区）を設置。（平成12年５月千葉県佐倉市へ移転。） 

平成６年11月 岩瀬工場内にコンクリート廃材のリサイクルを目的としてリサイクルプラント設備を設置。 

平成８年12月 両毛営業所（栃木県足利市）を設置。 

平成８年12月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成９年６月 産業廃棄物中間処理業認可。 

平成９年７月 小山営業所及び宇都宮営業所を統合し、営業第２部直轄営業課を設置。 

平成９年12月 茨城北営業所（茨城県那珂郡東海村）を設置。 

平成10年６月 営業第２部直轄課を分割し小山営業所及び宇都宮営業所を設置。 

平成12年７月 茨城県西営業所（茨城県真壁郡明野町）を設置。 

平成13年９月 ＩＳＯ９００１取得。 

平成14年６月 子会社ティクス㈱を清算終了。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年４月 ＩＳＯ９００１登録取り下げ。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び関連会社１社（持分法非適用関連会社）で構成され、コンクリート二次製品の販売を主な内容と

し、事業活動を展開しております。 

  

 

  
当社の事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 
  

 

  

  

区分 会社名 備考 

コンクリート二次製品の製造、販売、土木工事 
株式会社武井工業所
（当    社） 

土木技術データの受託処理 シーイーエス株式会社



４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

  



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数が前期末に比べ50名減少したのは、主に経営の合理化による希望退職者募集によるものであります。 

  

(2）労働組合の状況 

 当社の労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成19年６月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

224 41.02 13.03 4,727,780 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当事業年度におけるわが国経済は、民間設備投資が増加基調で推移するとともに、個人消費も概ね順調な推移を示すなど、

総じて着実な回復が進みました。一方で、原油価格に代表される原材料の高騰や金利上昇不安など、企業経済にとって今後の

先行きについては不透明感を払拭できない状況にあります。 

 このような環境のなか、建設市場につきましては、民間需要は景気回復を背景に好調を維持しましたが、公共投資は大幅な

減少が続きました。また、主要な原材料費が上昇しているなかで、低価格による厳しい受注競争が続いております。 

 このような状況のもと、当社では製品構成や生産力、営業力を民間土木工事市場に重点を置いて結集したことや原材料費の

上昇による収益性の低下を販売価格のアップによって補うなど、市場性および利益を重視する体質への転換を積極的に推進し

たことにより、一定の収益性の改善を達成することができました。 

 その結果、全体の売上高は58億1千万円（前年同期比4.0％増）、そのうち製品売上高40億1千5百万円(前年同期比2.5％増)、

商品売上高17億9千4百万円（前年同期比9.5％増）、営業利益2億5千7百万円(前年同期は6百万円の営業利益)、経常利益1億3千

9百万円（前年同期は1億1千万円の経常損失）、当期純利益は8千5百万円(前年同期は3億1千2百万円の当期純損失)となりまし

た。 

  

(2)キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業活動におけるキャッシュ・フローの増加4億4千6

百万円、投資活動によるキャッシュ・フローの増加2千8百万円及び財務活動によるキャッシュ・フローの減少4億5千6百万円に

より、前事業年度末に比べ、1千7百万円増加し、当事業年度末は3億3千７百万円となりました。 

  

 当事業年度中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当事業年度における営業活動による資金は、4億4千6百万円の増加（前年同期は6億6千万円の増加）となりました。これは減

価償却費1億8千6百万円に加え、棚卸資産の減少4千8百万円、仕入れ債務の増加9千7百万円及び税引前当期純利益等によるもの

であります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当事業年度において投資活動の結果得られた資金は、2千8百万円（前年同期は5千3百万円の減少）となりました。これは有

形固定資産取得による支出1億1千4百万円がありましたが、保険積立金の解約による収入1億2千8百万円等があったことによる

ものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当事業年度において財務活動の結果使用した資金は、4億5千6百万円（前年同期は6億3千8百万円の減少）となりました。こ

の主な増加要因は短期借入金による収入4億1千万円及び長期借入金による収入5億円等があったことのほか、主な減少要因は長

期借入金の返済による支出11億6百万円及び社債の償還による支出2億6千万円等によるものであります。 

  

 （注） 上記、記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注） 生産実績は、生産ｔ数によっております。 

  

(2）商品仕入実績 

 （注）１．金額は、仕入価格で表示しております。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）受注状況 

 コンクリート二次製品については、一部受注生産を行っているものの、大部分は過去の実績並びに将来の予測による見込生

産でありますので、記載を省略しております。 

  

 

品目 
当事業年度

（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

前年同期比（％） 

道路用製品（ｔ） 
                 

57,757 
97.6 

水路用製品（ｔ） 100,830 100.4 

擁壁・土止め用製品（ｔ） 25,793 92.9 

法面保護用製品（ｔ） 10,122 86.7 

その他（ｔ） 
（景観用製品ほか） 

2,856 113.8 

合計（ｔ） 197,358 97.9 

品目 
当事業年度

（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

前年同期比（％） 

コンクリート二次製品（千円） 869,707 100.4 

その他（千円） 793,154 125.9 

合計（千円） 1,662,861 111.1 



(4）販売実績 

 （注）１．最近２事業年度において、販売実績が総販売実績の100分の10以上である販売先はありません。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

当事業年度は4期ぶりの黒字回復となりましたが、今後もこの業績回復基調を維持し、黒字体質を確かなものとするためにも、

以下の事項の対応を図ってまいります。 

(1)地場市場での地方自治体の工事減少を補うため、官民いずれも大型プロジェクト工事については供給エリアを拡大し、対応し

てまいります。 

(2)損益構造の改善を図るため、一般管理社員の人員数の適正化を図り、人件費を削減いたします。 

(3)貸倒損失の発生を極力防止するため、売掛金及び滞留債権の回収について顧客別に明確な方針のもと運営いたします。 

(4)世界的な原油価格の上昇など各原材料の高騰基調に対しては、仕入価格の上昇に留意し、生産効率の改善などの原価低減活動

を通じて対処してまいります。 

(5)財務体質の改善を図るため、負債の長短比率の適正化を金融機関のご協力のもと実施してまいります。 

  

 

品目 
当事業年度

（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

前年同期比（％） 

製品 

道路用製品（千円） 1,030,776 102.8 

水路用製品（千円） 2,095,729 105.0 

擁壁・土止め用製品（千円） 598,424 104.9 

法面保護用製品（千円） 196,143 72.6 

その他（千円） 
（景観用製品ほか） 

94,371 119.6 

小計（千円） 4,015,445 102.5 

商品 

コンクリート二次製品（千円） 961,438 101.5 

その他（千円） 833,451 120.5 

小計（千円） 1,794,889 109.5 

合計（千円） 5,810,335 104.0 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち当社の経営成績、財務状況及び株価等に影響を及ぼ

す可能性のあるリスクとして以下のような事項があります。なお、本項においては、将来に関する事項は、当事業年度末現在に

おいて当社が判断したものであります。 

  

(1)原材料価格の高騰 

 中国をはじめとするアジア諸国の経済発展に端を発する原油や素材の価格アップにより、製造原価の上昇要因となってお

り、顧客等に対し製品価格の値上げを要請するとともに更に全社一丸となりコスト削減を継続実施してまいりますが、経営へ

のマイナス効果はかなり厳しく収益を圧迫する可能性があります。 

  

(2)貸倒損失の発生 

 当社が属する建設業界においては、依然として公共投資縮減傾向にあり、他の業界と比較して、債権の貸倒れ発生割合が高

く、損益に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3)公共事業への依存度 

 当社の事業は、国土交通省・地方自治体が行う公共事業関連に依存しており、公共事業関連の売上高は全売上高の64％前後

を占めております。そのため、国土交通省の発注状況・地方自治体の財政状態や予算等の動向により経営に影響を及ぼす可能

性があります。 

  

(4)資金調達 

 公共投資縮減傾向のあおりを受け構造的な受注低迷状況により売上高は漸減しております。かかる状況下において、当社は

中期経営計画を見直し、新中長期計画「Ｒeborn Ｔakei2010」を策定し、その実行により損失を解消してまいる予定であり、

資金面においても主要取引先金融機関に継続的な支援を要請するとともに、新たな融資の要請も行っておりますが、今後の経

営成績によっては資金計画に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 当社の研究開発活動は、社会環境に配慮した無機質系の土系固化材(商品名：ジオベスト)で、路盤の舗装や雑草防止材を中心

に開発を進めてまいりましたが、更なる市場性を求め、材料費で20％のコストダウンと強度面で2.5倍の耐力を有する新タイプを

開発しました。これらをもとに種々の土質試験を開始中であります。 

  

 なお、当事業年度における研究開発費の総額は12,183千円となっております。 

  

 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当社は、収益力の安定化と財務体質のスリム化及び資金調達の安定化を柱とした、健全な財務体質を財務方針としておりま

す。 

(1）財政状態の分析 

 前事業年度末と比較して変動した主要な項目は、下記のとおりであります。 

(流動資産) 

 前事業年度末と比較して、3千6百万円減少しております。これは主に製品生産量減少に伴う「棚卸資産」等の減少によるも

のであります。 

(固定資産) 

 有形固定資産につきましては、前事業年度末と比較して、8千2百万円減少しております。これは主に「減価償却費」等によ

るものであります。 

 投資その他の資産につきましては、前事業年度末と比較して、1億3千2百万円減少しております。これは主に「保険積立金」

の取崩し等によるものであります。 

(流動負債) 

 前事業年度末と比較して、2億8千9百万円増加しております。これは主に「1年以内に償還予定の社債」の減少がありました

が、金融機関からの「短期借入金」による融資等によるものであります。 

(固定負債) 

 前事業年度末と比較して、6億3千2百万円減少しております。これは主に「長期借入金」等の返済によるものであります。 

(純資産) 

 前事業年度末と比較して、8千8百万円増加しております。これは主に「当期純利益」となったことによるものであります。 

  

(2)経営成績の分析 

 前事業年度末と比較して変動した主要な項目は、下記のとおりであります。 

(売上高) 

 前事業年度と比較して、2億2千2百万円増加しております。これは主に製品構成や生産力、営業力を民間土木工事市場に重点

を置いて結集したことや原材料費の上昇による収益性の低下を販売価格のアップによって補うなど、市場性及び利益を重視す

る体質への転換を積極的に推進したことによるものであります。 

(売上原価) 

 前事業年度と比較して、3千1百万円減少しております。これは主に生産性向上とコストダウンを重点課題として改善活動に

取り組み、原材料資材の価格高騰による原価上昇を生産効率でカバーしたことによるものであります。 

(販売費及び一般管理費) 

 前事業年度と比較して、3百万円増加しております。これは主に外部機関とともに策定した新中長期計画に対する「報酬」

「研修費」等の支出によるものであります。 

(営業外収益・営業外費用) 

 特に変動はありません。 

(特別利益・特別損失) 

 特別利益につきましては、発生がありません。 

 特別損失につきましては、前事業年度と比較して、1億2千7百万円減少しております。これは主に「減損損失」及び「棚卸資

産廃棄損」の発生等がなかったことによるものであります。 

  

(3）キャッシュ・フローの分析 

 キャッシュ・フローの分析につきましては、「第2事業の状況 1業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」に記載して

おります。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

 特に記載すべき事項はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 （注）１．本表の金額は、有形固定資産の帳簿価額で建設仮勘定は含んでおりません。 

２．その他は、工具器具備品であります。 

３．本表の従業員数には臨時従業員（8名）は含んでおりません。 

  

 

事業所名 
（所在地） 

事業区分 
設備の内
容 

帳簿価額（千円）
従業
員数 
(名) 

建物及び構
築物 

機械装置及
び運搬具 

土地
(面積千㎡) 

その他 合計 

明野工場 
(茨城県筑西市) 

道路用・擁壁・水
路用・護岸用・そ
の他製品製造 

生産設備 171,058 65,188
143,102

(61)
56,708 436,057 42

栃木工場 
(栃木県下野市) 

同上 同上 25,493 9,533
171,366

(31)
20,922 227,316 26

小川工場 
(茨城県小美玉市) 

同上 同上 102,756 22,275
52,644

(18)
34,953 212,629 29

岩瀬工場 
(茨城県桜川市) 

同上 同上 244,007 39,316
1,042,808

(64)
28,226 1,354,358 34

本社 
(茨城県石岡市) 

全社統括業務 
管理販売業務 

業務施設 49,925 1,037
89,607

(4)
6,957 147,528 59

宇都宮営業所 
(栃木県宇都宮市) 

販売業務 同上 － － － 411 411 5

両毛営業所 
(栃木県足利市) 

同上 同上 － － － 196 196 －

小山営業所 
(栃木県下野市栃木工場内) 

同上 同上 15,219 － － 381 15,600 10

茨城鹿行営業所 
(茨城県潮来市) 

同上 同上 － － － 230 230 6

茨城県西営業所 
(茨城県筑西市明野工場内) 

同上 同上 － － － 230 230 4

茨城県北営業所 
(茨城県那珂郡東海村) 

同上 同上 － － － 213 213 5

東京連絡所 
(東京都千代田区) 

連絡所 同上 － － － 42 42 －

千葉営業所 
(千葉県佐倉市) 

販売業務 同上 － － － 224 224 2

製品置場 
(栃木県那須塩原市) 

製品置場 保管施設 5,087 －
45,769

(2)
225 51,083 2

製品置場 
(栃木県佐野市) 

同上 同上 － － － － － －

製品置場 
(茨城県稲敷郡阿見町) 

同上 同上 892 －
28,804

(3)
－ 29,696 －

福利厚生施設 
(茨城県桜川市) 

社宅 厚生施設 21,671 －
72,778

(1)
－ 94,449 －

福利厚生施設 
(栃木県下野市) 

同上 同上 28,758 － － － 28,758 －

福利厚生施設 
(茨城県筑西市) 

同上 同上 14,670 － － － 14,670 －

福利厚生施設 
(茨城県石岡市) 

同上 同上 － －
12,342

(1)
－ 12,342 －



３【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

    

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 有償一般募集（300,000株）による増加 

発行価格          695円 

資本組入額         348円 

払込金総額      208,500千円 

  

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式2,852株は「個人その他」に 単元および「単元未満株式の状況」に852株含めて記載しております。 

２．上記「その他の法人」には証券保管振替機構名義の株式が1単元含まれております。 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 12,000,000 

計 12,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数㈱ 

(平成19年6月30日) 
提出日現在発行数（株）

(平成19年9月28日) 
上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 3,542,000 3,542,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 3,542,000 3,542,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成８年12月19日 300,000 3,542,000 104,400 522,323 104,100 439,313

            平成19年６月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 

（株） 政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 9 5 25 － － 773 812 － 

所有株式数 
（単元） 

－ 410 13 337 － － 2,775 3,535 7,000

所有株式数の
割合（％） 

－ 11.60 0.37 9.53 － － 78.50 100 － 



(6）【大株主の状況】 

  

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権1個)が含まれておりま

す。 

  

②【自己株式等】 

 

    平成19年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

武井 勇 茨城県石岡市 541 15.34 

武井 昭 茨城県石岡市 537 15.20 

武井 泉 茨城県石岡市 536 15.17 

太平洋セメント株式会社 東京都中央区明石町八丁目１番 242 6.83 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 150 4.23 

株式会社常陽銀行 茨城県水戸市南町二丁目５番５号 100 2.82 

水戸信用金庫 茨城県水戸市城南二丁目２番21号 40 1.12 

武井工業所従業員持株会 茨城県石岡市若松１丁目３番26号 37 1.04 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目2番10号 30 0.84 

第一生命保険相互株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 30 0.84 

計 － 2,246 63.29 

  平成19年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,533,000 3,533 － 

単元未満株式 普通株式 7,000 －
1単元(1,000株)未満の
株式 

発行済株式総数 3,542,000 － － 

総株主の議決権 － 3,533 － 

      平成19年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社武井工業
所 

茨城県石岡市若松 
一丁目３番26号 

2,000 － 2,000 0.08 

計 － 2,000 － 2,000 0.08 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】    会社法第155条第7号による普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

会社法第155条第7号による取得 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

３【配当政策】 

 当社は株主各位に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しており、財務体質の強化並びに今後の事業展開に備え

る為の内部留保資金の充実を図りつつ、業績に裏付けされた安定的な配当を継続して行うことを基本方針としております。 

 当期の利益配当につきましては、平成16年６月期（第49期）より３年連続して経常損失及び当期純損失となり無配を継続して

おります。かかる状況下において、平成19年７月２日開催の取締役会において中期経営計画「ＲebornＴakei2010」を決定すると

ともに、新しい経営体制を構築し、収益力の強化を図り、次期以降の利益計上に向けて改善計画を実行し、黒字体質化の実現と

復配を目指してまいります。 

 なお、当社は、「取締役会の決議により、毎年12月31日を基準日として、中間配当を行うことができる」旨を定款に定めてお

ります。 

  

 

区分 株式数 (株) 価額の総額 (円) 

当事業年度における取得自己株式数 492 110,208 

当期間における取得自己株式 － － 

  
区分 

当事業年度 当期間

株式数(株) 処分価額の総額(千円) 株式数(株) 処分価額の総額(千円)

引き受ける者の
募集を行った取
得自己株式 

－ － － － 

消却の処分を行
った取得自己株
式 

－ － － － 

合併、株式交
換、会社分割に
係る移転を行っ
た取得自己株式 

－ － － － 

その他(－) － － － － 

保有自己株式数 2,852 － 2,852 － 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所における株価を記載しており、それ以前は日本証券業協会公表の株価を記

載しております。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。 

  

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期 

決算年月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 

最高（円） 219 275 234 400 260 

最低（円） 155 165 170 186 165 

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 218 255 234 210 223 223 

最低（円） 191 196 184 192 188 195 



５【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（千株） 

代表取締役社

長 
  中山 芳博 昭和18年10月7日生 

昭和41年４月 丸紅飯田株式会社(現：丸

紅株式会社)入社 

平成10年４月 同社 中四国支社長 

平成13年４月 富安株式会社 代表取締役 

平成18年７月 同社 相談役 

平成19年７月 当社 顧問 

平成19年６月 当社 代表取締役社長就任

（現任） 

(注)１ － 

常務取締役   竹内 憲正 昭和23年10月4日生 

昭和48年４月 日本セメント株式会社

(現：太平洋セメント株式

会社) 入社 

平成12年４月 同社 建設事業推進室 副

室長 

平成14年３月 ドーピー建設工業株式会社 

       環境開発部長  

平成17年５月 富山生コンクリート協同組

合 専務理事 

平成19年７月 当社 顧問 

平成19年９月 当社 常務取締役就任 

(現任) 

(注)１ － 

常務取締役   大内 哲郎 昭和28年１月18日生 

昭和50年４月 株式会社常陽銀行 入行 

平成13年４月 同 桜町支店 支店長 

平成15年７月 同 末広町支店 支店長 

平成17年６月 同 下館支店 総括副支店

長 

平成19年７月 当社 顧問 

平成19年９月 当社 常務取締役就任 

(現任) 

(注)１ － 

取締役   木内 昭 昭和28年9月15日生 

昭和57年12月 当社 入社 

昭和62年５月 株式会社エヌテイ総業 入

社 

平成元年８月 当社 入社 

平成９年７月 当社 技術営業部 ゼネラ

ルマネジャー 

平成17年10月 当社 執行役員(営業担当) 

平成19年９月 当社 取締役就任(現任)  

(注)１     9 

取締役   金澤 隆 昭和35年９月15日生 

昭和58年３月 当社 入社 

平成５年７月 当社  岩瀬工場 工場長 

平成９年７月 当社  ＰＥＣ推進グルー

プゼネラルマネジャー 

平成17年10月 当社  執行役員(製造担

当) 

平成19年９月 当社  取締役就任(現任)

(注)１ － 

取締役   武井 厚 昭和46年11月26日生 

平成８年４月 コマツ物流株式会社 入社 

平成15年４月 当社 入社 

平成18年10月 当社  経営改革推進担当 

平成19年７月 当社  執行役員(管理担

当) 

平成19年９月 当社  取締役就任(現任) 

(注)１ － 



 （注）１．取締役の任期は、平成19年6月期に係わる定時株主総会終結の時から平成21年6月期に係わる定時株主総会終結の時まで

であります。 

２．監査役の任期は、平成16年6月期に係わる定時株主総会終結の時から平成20年6月期に係わる定時株主総会終結の時まで

であります。 

３.監査役の任期は、平成19年6月期に係わる定時株主総会終結の時から平成20年6月期に係わる定時株主総会終結の時までで

あります。 

４. 監査役山根 節および古川史高は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（千株） 

監査役 

(常勤) 
  鷹啄 英昭 昭和29年11月５日生 

昭和53年３月 当社 入社 

昭和61年１月 当社  小川工場 工場長 

平成元年５月 当社  明野工場 工場長 

平成９年７月 当社  ＱＡ推進室 ゼネ

ラルマネジャー 

平成12年７月 当社  ＩＳＯ事務局 ゼ

ネラルマネジャー 

平成15年２月 当社  全社コストダウン

推進本部 ゼネラルマネジ

ャー 

平成16年１月 当社  経営企画管理室 

ゼネラルマネジャー 

平成17年10月 当社  執行役員(管理担

当) 

平成19年７月 当社  社長付 

平成19年９月 当社  監査役就任(現任) 

(注)３ 2 

監査役   山根 節 昭和24年１月17日生 

昭和49年10月 監査法人サンワ事務所

（現、監査法人トーマツ）

入所 

昭和53年５月 公認会計士登録 

昭和57年４月 日本経営計画株式会社

（現、ティエム・コンサル

ティング株式会社）設立 

代表取締役 

平成５年９月 当社 監査役（現任） 

平成６年４月 慶應義塾大学大学院 経営

管理研究科助教授 

ティエム・コンサルティン

グ株式会社取締役（現任） 

平成13年４月 慶應義塾大学大学院 経営

管理研究科教授（現任） 

(注)２ － 

監査役   古川 史高 昭和25年７月２日生 

昭和58年４月 弁護士登録（東京弁護士

会） 

昭和58年４月 中村法律事務所 入所 

昭和63年１月 下平・古川法律事務所 開

設 

平成６年１月 古川史高法律事務所 開設

現東京グリーン法律事務所 

平成７年９月 当社 監査役（現任） 

(注)２ － 

        計 11



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

① 当社は法令遵守に基づき、株主重視の経営を基本方針としております。 

② 少数の取締役による迅速な意志決定とその業務の執行を実施させております。 

③ 四半期決算の開示をホームページ上で常時迅速・正確且つ公平に行い、透明性の高い経営の維持に努力しております。 

  

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

（会社の機関の内容） 

① 当社は監査役会制度を採用しており、監査役会は3名で構成され、そのうち2名は社外監査役で、弁護士と公認会計士であ

り、全監査役と取締役との会議等で必要なアドバイスを受けております。なお、社外監査役2名との人的関係、資本的関係、

取引関係その他の特別な利害関係はありません。 

② 取締役会は月1回開催され、経営の妥当性・効率性等を検討しております。また、必要があれば適宜、臨時取締役会を開催

し対応しております。 

③ 取締役3名と各部本部長4名及び常勤監査役1名による経営会議を毎週初めの稼働日に開催し、経営課題についての討議・検

討・解決(役員会・取締役会への上程を含む)を行い、内部統制及び業務執行の迅速化並びに経営改革の推進に努めておりま

す 

④ 取締役3名と各部本部長4名、副本部長6名及び常勤監査役1名による経営計画必達会議を月1回開催し、計画必達のプロセス

検証と翌月以降の戦術の検討・策定を行っております。 

⑤ 会計監査は新日本監査法人及びみすず監査法人と共同監査契約を締結し、定期的な監査のほか、会計上の課題等について

随時アドバイスを受けております。なお、業務を執行した公認会計士等の内容は以下のとおりです。 

(注)１.みすず監査法人は平成18年9月1日付で中央青山監査法人が名称を変更したものであります。 
  ２.当社の会計監査人であったみすず監査法人より平成19年７月31日付をもって辞任届が提出されたことを受け、会社法

第346条第4項、第6項に基づき平成19年8月1日開催の監査役会において平成19年8月1日付をもって一時会計監査人に新

日本監査法人を選任いたしました。また、今後の当社の会計監査人につきましては、平成19年9月26日の定時株主総会

終結の時をもってみすず監査法人に代わる会計監査人として新日本監査法人を選任しております。 
  

     
 

  業務を執行した公認会計士
  

麻生 和孝
飯塚 俊二 
永澤 宏一 

  

所属監査法人 

新日本監査法人(平成19年6月29日に証券取引法の監査人
に追加選任) 

  みすず監査法人

  監査業務に係わった補助者
  

公認会計士 7名
会計士補  3名 



業務執行・経営の仕組み・内部管理体制の状況は下図のとおりです。 

 
  

(3）内部統制システムの整備の状況 

① 当社では、業務執行の健全性、透明性を維持するため、各種社内規程の整備と運用に取組んでおり各種社内規程により、

業務運用手順と職務権限を明確にして、効率的な業務運営を行っております。 

② 当社全体の内部牽制機能の強化を管理本部（３名）が管轄し、社内規程、社内通達、部署内通達、該当法令などルール通

り実行されているか部署毎に、内部監査を年２回実施しております。監査の結果、指摘事項等の内部監査報告書は取締役会

に報告され、改善等の処置を関係部門で実施しております。また、同部門においてコスト監査を部門毎に実施し、予算管理

の進捗状況を統制しております。 

③ 当社は法令遵守を強化するため、コンプライアンス委員会を設置しており、毎月末１回開催し、社会的責任（法令、企業

倫理の遵守）・利益責任（社会に貢献）を果すため、社会のルール（法令、規制、内部規程）を企業としての行動指針の検

証を行っております。 

  

(4)リスク管理体制の整備の状況 

 当社が属する建設業界においては、依然として公共投資縮減傾向にあり、他の業界と比較して、債権の貸倒れ発生割合が高

く、そのため、得意先の風評や既存得意先、新規得意先との取り引きの是非等の与信リスク等については、営業部門と管理部

門が連携し、必要に応じ信用調査会社の社外情報等を適時収集し、貸倒れリスクの未然防止に努めております。 

  

(5）役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額       44,100千円 

監査役の年間報酬総額        5,400千円 

  

(6）監査報酬の内容 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第2条第1項に規定する業務に基づく報酬 

公認会計士法第2条第1項の業務以外に係る報酬等の額 

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分し

ておらず、実質的にも区分できないため、報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。 

 

新日本監査法人   2,200千円 

                       みすず監査法人   8,800千円

－千円



第５【経理の状況】 
  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 また、前事業年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平成

18年７月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）の財務諸表につ

いてはみすず監査法人により監査を受け、当事業年度（平成18年７月１日から平成19年６月30日まで）の財務諸表について新日

本監査法人により監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

   
前事業年度

（平成18年６月30日） 
当事業年度 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ．流動資産      

１．現金及び預金 ※１   420,154 437,683 

２．受取手形 ※1   367,964 319,207 

３．売掛金     717,965 770,290 

４．商品     3,990 43,247 

５．製品     671,773 568,957 

６．原材料     54,892 69,697 

７．貯蔵品     19,750 19,709 

８．前払費用     26,731 28,727 

９．その他     25,145 17,008 

貸倒引当金     △22,532 △25,377 

流動資産合計     2,285,836 43.2 2,249,153 44.6

Ⅱ．固定資産      

１．有形固定資産      

(1）建物 ※１ 1,446,550 1,445,210  

減価償却累計額   934,982 511,567 969,839 475,370 

(2）構築物 ※１ 1,292,482 1,295,356  

減価償却累計額   1,065,935 226,546 1,091,185 204,170 

(3）機械及び装置 ※１ 1,287,865 1,296,722  

減価償却累計額   1,139,402 148,463 1,160,051 136,671 

(4）車両運搬具   19,236 11,155  

減価償却累計額   17,902 1,333 10,475 680 

(5）工具器具備品   1,355,798 1,371,711  

減価償却累計額   1,176,661 179,137 1,221,784 149,926 

(6)土地 ※１
 

1,659,223 1,659,223 

(7)建設仮勘定   － 17,330 

有形固定資産合計     2,726,271 51.5 2,643,372 52.4



 

    
前事業年度

（平成18年６月30日） 
当事業年度 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

２．無形固定資産      

(1）ソフトウェア     8,235 5,520 

(2）電話加入権     12,506 12,506 

無形固定資産合計     20,742 0.4 18,027 0.4

３．投資その他の資産      

(1）投資有価証券 ※１   39,760 34,463 

(2）関係会社株式     10,250 10,250 

(3）出資金     12,200 12,200 

(4) 長期貸付金     25,604 21,142 

(5) 破産更生債権等     159,926 166,477 

(6）長期前払費用     23,630 29,620 

(7）保険積立金     128,934 － 

(8）会員権     75,544 75,544 

   (9)その他     7,586 8,641 

貸倒引当金     △221,393 △228,541 

投資その他の資産合計     262,042 4.9 129,797 2.6

固定資産合計     3,009,056 56.8 2,791,197 55.4

資産合計     5,294,893 100.0 5,040,350 100.0

       

（負債の部）      

Ⅰ．流動負債      

１．買掛金     137,699 235,158 

２．短期借入金 ※１   1,190,000 1,600,000 

３．一年以内に返済予定の
長期借入金 

※１   929,730 906,190 

４．一年以内に償還予定の
社債 

※１
  

  260,000 60,000 

５．未払金     271,378 271,817 

６．未払法人税等     7,321 7,252 

７．未払消費税等     8,031 10,213 

８．預り金     1,644 18,521 

９．賞与引当金     28,000 17,600 



  

  

    
前事業年度

（平成18年６月30日） 
当事業年度 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

10．その他     10,466 7,313 

流動負債合計     2,844,272 53.7 3,134,068 62.2

Ⅱ．固定負債      

１．社債     90,000 30,000 

２．長期借入金 ※１   1,509,050 925,900 

３．退職給付引当金     111,493 122,334 

４．繰延税金負債     5,205 5,094 

固定負債合計     1,715,749 32.4 1,083,329 21.5

負債合計     4,560,021 86.1 4,217,397 83.7

       

（純資産の部）      

Ⅰ．株主資本      

１．資本金     522,323 9.8 522,323 10.4

２．資本剰余金      

(1）資本準備金   439,313 439,313  

資本剰余金合計     439,313 8.3 439,313 8.7

３．利益剰余金      

(1）利益準備金   57,166 57,166  

(2）その他利益剰余金      

別途積立金   344,870 344,870  

繰越利益剰余金   △626,098 △541,004  

利益剰余金合計     △224,061 △4.2 △138,967 △2.8

４．自己株式     △736 △0.0 △846 △0.0

株主資本合計     736,839 13.9 821,823 16.3

Ⅱ．評価・換算差額等      

１．その他有価証券評価差
額金 

  7,679 7,515  

２．繰延ヘッジ損益   △9,646 △6,386  

評価・換算差額等合計     △1,967 △0.0 1,129 0.0

純資産合計     734,872 13.9 822,952 16.3

負債純資産合計     5,294,893 100.0 5,040,350 100.0

       



②【損益計算書】 

 

   
前事業年度

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ．売上高      

１．製品売上高   3,918,061 4,015,445  

２．商品売上高   1,638,942 1,794,889  

３．完成工事高   30,390 5,587,394 100.0 － 5,810,335 100.0

Ⅱ．売上原価 ※１    

１．期首製品棚卸高   741,059 671,773  

２．当期製品製造原価   2,625,667 2,494,005  

合計   3,366,726 3,165,779  

３．他勘定振替高 ※2 － 23,562  

４．期末製品棚卸高   671,773 568,957  

５．製品売上原価   2,694,953 2,573,258  

６．期首商品棚卸高   44,819 3,990  

７．当期商品仕入高   1,496,070 1,662,861  

合計   1,540,890 1,666,851  

８．他勘定振替高 ※2 37,230 －  

９．期末商品棚卸高   3,990 43,247  

10．商品売上原価   1,499,668 1,623,604  

11．完成工事原価   33,644 4,228,266 75.7 － 4,196,862 72.2

売上総利益     1,359,127 24.3 1,613,472 27.8

Ⅲ．販売費及び一般管理費 ※１    

１．販売手数料   72,755 66,987  

２．車両運搬費   464,900 466,180  

３．広告宣伝費   4,896 5,181  

４．貸倒引当金繰入額   44,584 18,561  

５．役員報酬   49,620 49,500  

６．給与手当   390,260 386,705  

７．賞与   18,887 46,677  

８．賞与引当金繰入額   3,904 7,381  

９．福利厚生費   77,721 76,445  

10．旅費交通費   5,637 6,904  

11．通信費   16,092 15,217  

12．賃借料   39,366 39,445  

13．支払手数料   40,112 41,503  



  

 

   
前事業年度

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

14．消耗器具備品費   12,873 10,148  

15．交際費   5,998 4,804  

16．減価償却費   16,597 13,826  

17．租税公課   15,968 15,951  

18．その他   72,169 1,352,347 24.2 59,300 1,356,093 23.4

営業利益     6,779 0.1 257,378 4.4

Ⅳ．営業外収益      

１．受取利息   1,097 912

２．受取配当金   332 470   

３．賃貸料   2,164 4,220  

４．雑収入   12,867 16,462 0.3 15,847 21,450 0.4

Ⅴ．営業外費用      

１．支払利息   121,659 125,824  

２．社債利息   8,733 2,819  

３．雑損失   3,356 133,749 2.4 10,314 138,959 2.4

経常利益又は経常損失
(△) 

    △110,506 △2.0 139,870 2.4

Ⅵ．特別損失      

 １．固定資産売却損 ※３ － 168  

２．固定資産除却損 ※４ 14,619 5,802  

３．投資有価証券評価損   － 5,262  

４．減損損失 ※５ 92,900 －  

５．棚卸資産廃棄損   37,230 －  

６.早期退職割増退職金   35,264 180,015 3.2 41,045 52,279 0.9

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失(△) 

    △290,522 △5.2 87,590 1.5

法人税、住民税及び事
業税 

  2,999 2,496  

法人税等調整額   18,804 21,804 0.4 － 2,496 0.0

当期純利益又は当期純
損失(△) 

    △312,326 △5.6 85,094 1.5

       



製造原価明細書 

 （注）１．原価計算の方法は、実際原価による総合原価計算を採用しております。 

２．労務費のうち主なものは次のとおりであります。 

３．経費のうち主なものは次のとおりであります。 

４．他勘定振替高は有形固定資産への振替であります。 

  

完成工事原価報告書 

（注）原価計算の方法は、個別原価計算であります。 

  

  

   
前事業年度

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

１．材料費   1,167,757 44.4 1,049,572 42.1

２．労務費 ※２ 923,746 35.2 964,431 38.6

３．経費 ※３ 536,293 20.4 480,666 19.3

当期製造総費用   2,627,796 100.0 2,494,670 100.0

他勘定振替高   2,129 664 

当期製品製造原価   2,625,667 2,494,005 

  前事業年度 当事業年度 

賞与引当金繰入額 6,095千円 10,218千円 

  前事業年度 当事業年度 

減価償却費 206,677千円 172,901千円 

賃借料 133,945千円 121,438千円 

工場消耗品費 28,271千円 28,862千円 

   
前事業年度

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

１．材料費   － － － －

２．外注費   25,067 74.5 － －

３．経費   8,577 25.5 － －

当期完成工事原価   33,644 100.0 － －



③【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

  

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成17年６月30日現在 
（千円） 

522,323 439,313 57,166 344,870 △313,772 88,264 △736 1,049,165

事業年度中の変動額 
（千円） 

－ － － － － － － －

新株の発行（千円） － － － － － － － －

剰余金の配当（千円） － － － － － － － －

利益処分による役員賞与
（千円） 

－ － － － － － － －

当期純利益（千円） － － － － △312,326 △312,326 － △312,326

自己株式の取得（千円） － － － － － － － －

株式交換による変動額 
（千円） 

－ － － － － － － －

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) 
（千円） 

－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（千円） 

－ － － － △312,326 △312,326 － △312,326

平成18年６月30日現在残高
（千円） 

522,323 439,313 57,166 344,870 △626,098 △224,061 △736 736,839

  

評価・換算差額等 

純資産合計

  

その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損
益 

評価・換算差
額等合計 

  

平成17年６月30日現在 
（千円） 

3,352 － 3,352 1,052,518  

事業年度中の変動額 
（千円） 

－ － － －  

新株の発行（千円） － － － －  

剰余金の配当（千円） － － － －  

利益処分による役員賞与
（千円） 

－ － － －  

当期純利益（千円） － － － △312,326  

自己株式の取得（千円） － － － －  

株式交換による変動額 
（千円） 

－ － － －  

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) 
（千円） 

4,326 △9,646 △5,319 △5,319  

事業年度中の変動額合計
（千円） 

4,326 △9,646 △5,319 △317,645  

平成18年６月30日現在残高
（千円） 

7,679 △9,646 △1,967 734,872  



当事業年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

  

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年６月30日現在 
（千円） 

522,323 439,313 57,166 344,870 △626,098 △224,061 △736 736,839

事業年度中の変動額 
（千円） 

－ － － － － － － －

新株の発行（千円） － － － － － － － －

剰余金の配当（千円） － － － － － － － －

利益処分による役員賞与
（千円） 

－ － － － － － － －

当期純利益（千円） － － － － 85,094 85,094 － 85,094

自己株式の取得（千円）     △110 △110

株式交換による変動額 
（千円） 

－ － － － － －   － －

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) 
（千円） 

－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（千円） 

－ － － － 85,094 85,094 △110 84,983

平成19年６月30日現在残高
（千円） 

522,323 439,313 57,166 344,870 △541,004 △138,967 △846 821,823

  

評価・換算差額等 

純資産合計

  

その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損
益 

評価・換算差
額等合計 

  

平成18年６月30日現在 
（千円） 

7,679 △9,646 △1,967 734,872  

事業年度中の変動額 
（千円） 

△163 3,260 3,096 3,096  

新株の発行（千円） － － － －  

剰余金の配当（千円） － － － －  

利益処分による役員賞与
（千円） 

－ － － －  

当期純利益（千円） － － － 85,094  

自己株式の取得（千円） － － － △110  

株式交換による変動額 
（千円） 

－ － － －  

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) 
（千円） 

△163 3,260 3,096 88,080  

事業年度中の変動額合計
（千円） 

△163 3,260 3,096 88,080  

平成19年６月30日現在残高
（千円） 

7,515 △6,386 1,129 822,952  



④【キャッシュ・フロー計算書】 

 

  
前事業年度

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

１．税引前当期純利益又は税
引前当期純損失(△) 

△290,522 87,590 

２．減価償却費 223,274 186,728 

３．貸倒引当金の増減額 38,877 9,992 

４．賞与引当金の増減額 10,000 △10,400 

５．退職給付引当金の増加額 3,053 10,841 

６．受取利息及び受取配当金 △1,414 △1,383 

７．支払利息・社債利息 130,393 128,644 

８．有形固定資産の除却及び
売却損益 

14,919 5,971 

９．棚卸資産廃棄損 37,230 － 

10. 減損損失 92,900 － 

11. 投資有価証券評価損 － 5,262 

12. 早期退職割増退職金 35,264 41,045 

13．売上債権の増減額 526,052 △127,631 

14. 割引手形の増加額 26,202 117,513 

15．棚卸資産の減少額 96,042 48,793 

16．仕入債務の増減額 △78,410 97,459 

17．その他資産・負債の増減
額 

△75,304 △25,072 

小計 788,559 575,356 

18．利息及び配当金の受取額 1,414 1,383 

19．利息の支払額 △125,812 △127,656 

20．法人税等の支払額 △3,172 △3,027 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

660,989 446,055 

Ⅱ．投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

１．投資有価証券の取得によ
る支出 

△10,240 △240 

２．有形固定資産の売却によ
る収入 

－ 190 

３.有形固定資産の取得によ
る支出 

△81,594 △114,996 



  

  

  次へ 

  
前事業年度

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

４．無形固定資産の取得によ
る支出 

△3,809 － 

５．定期預金等の増減額 47,000 － 

６．貸付金の減少額 5,066 15,439 

７．保険積立金の減少額 － 128,934 

８．その他投資の増減額 △9,700 △1,055 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

△53,278 28,273 

Ⅲ．財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

１．短期借入金の純増減額 △310,000 410,000 

２．長期借入金による収入 900,000 500,000 

３．長期借入金の返済による
支出 

△968,803 △1,106,689 

４．社債の償還による支出 △260,000 △260,000 

５．配当金の支払額 △4 － 

６.自己株式取得による支出 － △110 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

△638,807 △456,799 

  

Ⅳ．現金及び現金同等物の減少
額 

△31,096 17,529 

Ⅴ．現金及び現金同等物期首残
高 

351,251 320,154 

Ⅵ．現金及び現金同等物期末残
高 

※１ 320,154 337,683 

  



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

 当社を取り巻く経済環境は、公共投資縮減傾向のあお

りを受け構造的な低迷状況にあります。こうしたなか、

当社の売上高は漸減し、第49期事業年度から３期連続し

て経常損失及び当期純損失となりました。 

 当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。かかる状況下において、当社は中

期経営計画を見直し、その実行により損失を解消してま

いる予定であります。 

 中期経営計画の骨子は、①営業所の統廃合・営業人員

の適正化を図り、②既存顧客については回収条件を見直

しすると共に新規顧客の開拓を進め、③茨城県及び栃木

県の建設プロジェクトに営業担当者を専従させて受注確

保の強化を図り、④適正生産規模20万屯供給体制に対応

した工場に再編し、⑤派遣社員、請負制を活用した労務

費の変動費化及び固定費削減のプランを実施していくも

のであります。これらを最優先課題と位置づけ、諸施策

を確実に実行していく予定であります。 

 更に、財政面におきましては、主要取引先金融機関に

継続的な支援を要請すると共に、新たな融資の要請も行

っております。 

 中期経営計画が確実に実行されることで、収益構造の

改善と資金計画の安定化が図られる予定であります。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。 

 当社を取り巻く市場環境は、公共工事の縮減や価格競

争の激化等依然として厳しい状況にあり、当社にとって

継続的かつスピーディーに事業構造の改善を図ることが

必要となっております。当事業年度(第52期)において

は、経常利益、当期純利益となりましたが、当社の過去

の業績は、売上高の減少傾向が続き、第49期事業年度か

ら３期連続して経常損失及び当期純損失であり、長短借

入金の金額は、引き続き高水準にて推移しております。 

 当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。かかる状況下において、当社は平

成19年7月2日開催の取締役会において中期経営計画「Ｒ

ebornＴakei2010」を決定するとともに、新しい経営体

制を構築し、収益力の強化を図り、次期以降の利益計上

に向けて、改善計画を実行する予定であります。 

 「ＲebornＴakei2010」の概要は、①新しい経営体制

の構築、②経営資源の集中と選択、③組織と人的資源の

効率化、④新たな経営管理手法の確立であります。 

 具体的には、(a)営業・製造・管理の3部門において新

任取締役を招聘するとともに、社員の意欲向上を目的と

してプロパー社員から取締役を登用しました。(b)製品

戦略として、製造効率化を図り、製品種類を絞り込み、

競争力、収益力の強い製品の販売強化に努めます。(c)

現在の4本部制から3本部制に組織改編し、よりスリムか

つフラットな組織体制とし、一部を除き営業所を統廃合

しました。(d)売上重視の経営から利益ベースでの経営

管理手法への変更をします。 

 また、財政面におきましては、主要取引先金融機関に

対して継続的な支援を引き続き要請しており、体質改善

に向けてご協力頂いております。 

 なお、経営基盤の強化と利益構造の改善の一環とし

て、人的資源の効率化を図るため、希望退職を実施し、

今後の人件費の削減を計ってまいります。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。 



重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

関連会社株式 関連会社株式 

 移動平均法による原価法 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 

  ①時価のあるもの ①時価のあるもの 

   期末の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

 同左 

  ②時価のないもの ②時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品・製品・原材料 商品・製品・原材料 

 移動平均法による原価法 同左 

  貯蔵品 貯蔵品 

   最終仕入原価法 同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）については

定額法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

同左 

  建物           ７～38年   

  機械装置         ９～12年   

  無形固定資産（ソフトウェア） 無形固定資産（ソフトウェア） 

   利用可能期間（５年）に基づく定額法 同左 

  長期前払費用 長期前払費用 

   定額法 同左 

４．引当金の計上基準 貸倒引当金 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 

  賞与引当金 賞与引当金 

   従業員への賞与支出に充てるため、支

給見込額の当期負担額を計上しておりま

す。 

同左 



 

項目 
前事業年度

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

  退職給付引当金 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当事業年度に発

生していると認められる額を計上してお

ります。 

 なお、会計基準変更時差異（271,896

千円）については15年による按分額を費

用処理しており、数理計算上の差異につ

いては、各期の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理し

ております。 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっております。 

 なお、特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては特例処理に

よっております。 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段‥金利スワップ 同左 

   ヘッジ対象‥借入金   

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

   金利変動リスクの低減のため、対象

債務の範囲内でヘッジを行っておりま

す。 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段のキャッシュ・フロー変動の累

計を比較し、両者の変動額等を基礎に

して有効性を判断しております。 

同左 

７．キャッシュフロー計算書

における資金の範囲 

手許現金、随時引出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヵ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税及び地方消費税の会計処理方

法 

(1）消費税及び地方消費税の会計処理方

法 

   税抜方式を採用しております。 同左 



会計方針の変更 

  

 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

(固定資産の減損に係る会計基準)        ────────── 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第6号 平成15年10月31日)を適用しております。 

 これにより税引前当期純損失は92,900千円増加してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)        ────────── 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準第5号 平成17年12月9

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号 平成

17年12月9日)を適用しております。 

従来の方法によった場合の資本の部の合計に相当する

金額は744,518千円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

  

(役員賞与に関する会計基準)        ────────── 

当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」(企

業会計基準第4号 平成17年11月29日)を適用しておりま

す。 

これによる損益に与える影響はありません。 

  

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準

等の一部改正) 

       ────────── 

     

 当事業年度より、改正後の「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」(企業会計基準委員会 最

終改正平成17年12月27日 企業会計基準第1号)及び「自

己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準委員会 最終改正平成18年8月11日

企業会計基準適用指針第2号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

  



  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

       ────────── (減価償却方法の変更) 

  

  

当事業年度より、法人税法の改正に伴い、平成19年4

月1日以降取得の固定資産については、改正法人税法に

規定する償却方法により、減価償却費を計上しておりま

す。 

なお、この変更に伴う営業利益、経常利益、税引前当

期純利益に与える影響は軽微であります。 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

────────── 

  

  

  

  

       ────────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

 

前事業年度 
（平成18年６月30日） 

当事業年度
（平成19年６月30日） 

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産 

イ．担保資産       （内財団抵当部分） イ．担保資産        
  

預金 247,789千円  建物 85,969千円

受取手形 140,218千円  構築物 3,830千円

建物 265,779千円  機械及び

装置 

28,394千円

構築物 3,830千円  土地 126,663千円

投資有価証

券 

13,509千円 計 244,859千円

 

機械及び装
置 

28,394千円      

土地 1,659,223千円     

計 2,358,746千円      
  

預金 200,000千円

受取手形 118,672千円

建物 247,324千円

構築物 3,286千円

投資有価証

券 

12,819千円

機械及び装
置 

25,008千円

土地 1,659,223千円

計 2,266,334千円

ロ．対応する債務      (内財団抵当部分) ロ．対応する債務       
  

短期借入金 700,000千円  短期借入金 －千円

一年以内に
返済予定の
長期借入金 

137,840千円
  一年以内に

返済予定の
長期借入金 

26,840千円

一年以内に
償還予定の
社債 

200,000千円
  一年以内に

償還予定の
社債 

200,000千円

長期借入金 117,600千円  長期借入金 －千円

計 1,155,440千円  計 226,840千円

  

短期借入金 850,000千円

一年以内に
返済予定の
長期借入金

18,800千円

計 868,800千円

    
  
２．受取手形裏書譲渡高 721,049千円

受取手形割引高 26,202千円

２．受取手形裏書譲渡高 865,911千円

受取手形割引高 143,716千円

    

３． ───────────── ３．期末日満期手形 

   期末日満期手形の会計処理については手形交換日

をもって決済処理しております。 

 なお、当事業年度末日が金融機関の休日であった

ため次の期末日満期手形が期末日残高に含まれてお

ります。 
  

受取手形 23,911千円



（損益計算書関係） 

  

 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

※１．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費                 17,581千円 

※１．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費                 12,183千円 

※２．他勘定振替高の内容は棚卸資産廃棄損(特別損失)

への振替であります。 

※２．他勘定振替高の内容は商品への振替であります。 

※３． ───────────── ※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

  車両運搬具 168千円

計 168千円

４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
  

建物 1,610千円

構築物 2,932千円

機械及び装置 1,809千円

車両運搬具 1,543千円

工具器具備品 6,724千円

計 14,619千円

建物 297千円

構築物 2,272千円

機械及び装置 74千円

車両運搬具 46千円

工具器具備品 3,111千円

計 5,802千円

※５．減損損失 ※５． ───────────── 

 当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上しております。 

  

  

場所 用途 種類 金額(千円)

茨城県稲敷
郡阿見町 

遊休資産 土地 27,687

茨城県小美
玉市 

遊休資産 土地 29,055

茨城県石岡
市 

遊休資産 土地 36,158

合 計 92,900

  

 当社は、管理会計上の単位に基づき、資産を各工

場、商品売上及び遊休資産にグルーピングしており

ます。 

 遊休資産以外の各グループにおいては減損の兆候

はありませんでしたが、遊休資産(土地)においては

地価が帳簿価額に対して著しく下落しているため当

事業年度において帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(92,900千円)として特別

損失に計上しております。 

 なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定

しており、不動産鑑定士の鑑定評価額を基準として

おります。 



（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度(自 平成17年7月1日 至 平成18年6月30日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 当事業年度中の配当はありません。 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成18年7月1日 至 平成19年6月30日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 自己株式の株式数の増加は、会社法第155条第７号による単元未満株式の買取によるものであります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 当事業年度中の配当はありません。 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 該当事項はありません。 

  

 

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数

（株） 
当事業年度末株式数 

（株） 

発行済株式        

普通株式 3,542,000 － － 3,542,000 

合計 3,542,000 － － 3,542,000 

自己株式        

普通株式 2,360 － － 2,360 

合計 2,360 － － 2,360 

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数

（株） 
当事業年度末株式数 

（株） 

発行済株式        

普通株式 3,542,000 － － 3,542,000 

合計 3,542,000 － － 3,542,000 

自己株式        

普通株式 2,360 492 － 2,852 

合計 2,360 492 － 2,852 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 
  

現金及び預金勘定 420,154千円 

預入期間が3ヶ月を超える定
期預金等 

△100,000千円 

現金及び現金同等物 320,154千円 

現金及び預金勘定 437,683千円 

預入期間が3ヶ月を超える定
期預金等 

△100,000千円 

現金及び現金同等物 337,683千円 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① 取得価額相当額 ① 取得価額相当額 
  

機械及び装置 47,000千円

車両運搬具 119,183千円

工具器具備品 27,248千円

合計 193,431千円

車両運搬具 80,306千円

工具器具備品 25,944千円

その他 17,996千円

合計 124,247千円

減価償却累計額相当額 減価償却累計額相当額 
  

機械及び装置 45,880千円

車両運搬具 72,379千円

工具器具備品 19,920千円

合計 138,180千円

車両運搬具 45,137千円

工具器具備品 22,261千円

その他 1,799千円

合計 69,198千円

期末残高相当額 期末残高相当額 
  

機械及び装置 1,119千円

車両運搬具 46,804千円

工具器具備品 7,328千円

合計 55,251千円

車両運搬具 35,169千円

工具器具備品 3,683千円

その他 16,196千円

合計 55,048千円

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 22,671千円

１年超 36,908千円

合計 59,580千円

１年以内 21,154千円

１年超 40,265千円

合計 61,419千円

  
③ 支払リース料 40,266千円

減価償却費相当額 38,070千円

支払利息相当額 1,116千円

③ 支払リース料 26,085千円

減価償却費相当額 21,511千円

支払利息相当額 3,059千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

率法に準じた方式によっております。 

同左 

⑤ 支払利息相当額の算定方法 ⑤ 支払利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 

 ファイナンス・リースはすべてについて注記対象とし

ております。 

  

    

(減損損失について) (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失はありません。            同左 



（有価証券関係） 

 前事業年度(平成18年6月30日現在)及び当事業年度(平成19年6月30日現在)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．事業年度中に売却したその他有価証券 

該当事項はありません。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

  

  

  次へ 

  種類 

前事業年度（平成18年６月30日） 当事業年度（平成19年６月30日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額
（千円） 

取得原価
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計
上額が取得原
価を超えるも
の 

(1）株式 8,572 18,140 9,567 8,572 16,948 8,376

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

(3）その他 6,179 9,496 3,317 6,179 10,569 4,390

小計 14,751 27,636 12,884 14,751 27,517 12,766

貸借対照表計
上額が取得原
価を超えない
もの 

(1）株式 537 537 － 777 621 △156

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － － － － －

② 社債 － － － － － －

③ その他 － － － － － －

(3)その他 － － － － － －

小計 537 537 － 777 621 △156

  合計 15,288 28,173 12,884 15,528 28,138 12,610

  

前事業年度
（平成18年６月30日） 

当事業年度 
（平成19年６月30日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 9,483 4,220 

投資事業有限責任組合出資金 2,103 2,103 

種類 

前事業年度（平成18年6月30日） 当事業年度（平成19年6月30日） 

1年以内 
（千円） 

1年超5年
以内 
（千円） 

5年超10年
以内 
（千円） 

10年超
（千円） 

1年以内
（千円） 

1年超5年
以内 
（千円） 

5年超10年
以内 
（千円） 

10年超
（千円） 

その他 － 9,496 － － 10,569 － － －

合計 － 9,496 － － 10,569 － － －



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、借入金に対する金利スワップ取引であります。 

(2）取引に対する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針

であります。 

(3）取引の利用目的 

 当社のデリバティブ取引は、借入金金利の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的で利

用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理に

よっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段‥金利スワップ 

ヘッジ対象‥借入金 

③ ヘッジ方針 

 金利変動リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累

計を比較し、両者の変動額等を基礎にして有効性を判断しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有しております。なお、取引相手先は高格付けを有する金融

機関に限定しているため、信用リスクはほとんどないと認識しております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、経理担当部門

が決裁担当者の承認を得て行っております。 

２．取引の時価等に関する事項 

 ヘッジ会計が適用されているので、記載を省略しております。 

  

 



当事業年度 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、借入金に対する金利スワップ取引であります。 

(2）取引に対する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針

であります。 

(3）取引の利用目的 

 当社のデリバティブ取引は、借入金金利の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的で利

用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理に

よっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段‥金利スワップ 

ヘッジ対象‥借入金 

③ ヘッジ方針 

 金利変動リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累

計を比較し、両者の変動額等を基礎にして有効性を判断しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有しております。なお、取引相手先は高格付けを有する金融

機関に限定しているため、信用リスクはほとんどないと認識しております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、経理担当部門

が決裁担当者の承認を得て行っております。 

２．取引の時価等に関する事項 

 ヘッジ会計が適用されているので、記載を省略しております。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して、退職給付会

計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。 

  

２．退職給付債務及びその内訳 

  

３．退職給付費用の内訳 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

 

  
前事業年度

（平成18年６月30日） 
当事業年度 

（平成19年６月30日） 

(1)退職給付債務（千円） 781,114 675,478 

(2)年金資産（千円） 580,802 553,431 

(3)前払年金費用（千円） － － 

(4)退職給付引当金（千円） 111,493 122,334 

(5)未認識過去勤務債務（千円） － － 

(6)未認識数理計算上の差異（千円） △74,319 △145,298 

(7)会計基準変更時差異の未処理額（千円） 163,138 145,011 

  
前事業年度

（平成18年６月30日） 
当事業年度 

（平成19年６月30日） 

退職給付費用 

(1）勤務費用（千円） 51,344 53,509 

(2）利息費用（千円） 17,938 15,622 

(3）期待運用収益（減算）（千円） 12,367 11,616 

(4)過去勤務債務の費用処理額（千円） － － 

(5）数理計算上の差異の費用処理額（千円） △17,126 △16,789 

(6)会計処理基準変更時差異の費用処理額
（千円） 

18,126 18,126 

  
前事業年度

（平成18年６月30日） 
当事業年度 

（平成19年６月30日） 

(1)割引率（％） 2.0 2.0 

(2)期待運用収益率（％） 2.0 2.0 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4)過去勤務債務の額の処理年数 － － 

(5)数理計算上の差異の処理年数（年） 5 5 

(6)会計基準変更時差異の処理年数（年） 15 15 



（税効果会計関係） 

  

（持分法損益等） 

 関連会社に対する投資の金額並びに当該投資に対して持分法を適用した場合の投資の金額及び投資利益又は投資損失の金額

は、損益等からみて重要性が乏しいので記載を省略しております。 

  

  

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産) (繰延税金資産) 
  

  

退職給付引当金限度超過額 45,043千円

会員権評価損 19,212千円

賞与引当金超過額 11,312千円

貸倒引当金超過額 41,283千円

棚卸資産廃棄損 37,682千円

減損損失 37,531千円

その他 4,594千円

小計 196,661千円

評価性引当金 △196,661千円

繰延税金資産合計 －千円

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 5,205千円

繰延税金負債合計 5,205千円

退職給付引当金限度超過額 49,423千円

会員権評価損 19,326千円

賞与引当金超過額 7,110千円

貸倒引当金超過額 39,242千円

棚卸資産廃棄損 37,682千円

減損損失 37,531千円

289,038千円

21,020千円

繰延欠損金 

その他 

小計 500,376千円

△500,376千円評価性引当金 

繰延税金資産合計 －千円

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 5,094千円

繰延税金負債合計 5,094千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率と差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率と差異の原因となった主な項目別の内訳 

税引前当期純損失を計上したため、記載を省略して

おります。 

法定実効税率 40.4％

(調整)  

住民税均等割額 2.8％

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 

2.2％

評価性引当金の増減額 △42.6％

0.1％その他 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 

    2.9％

    



【関連当事者との取引】 

前事業年度 （自 平成17年7月1日 至 平成18年6月30日） 

役員及び個人主要株式等 

(注)1.上記の取引金額には消費税等は含まれておりません。 

 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 
（％） 

関係内容
取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 

役員の兼
任等 

事業上の
関係 

役員 武井勇 － － 
当社代表
取締役社
長 

15.32 － －

当社の借
入金に係
る債務保
証 

57,200 － － 



当事業年度 （自 平成18年7月1日 至 平成19年6月30日） 

役員及び個人主要株式等 

(注)1.上記の取引金額には消費税等は含まれておりません。 

  2.借入利息は無利息であります。 

 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 

役員の兼
任等 

事業上の
関係 

役員 武井勇 － － 
当社代表
取締役社
長 

15.34 － －

当社の借入
金に係る債
務保証 

18,800 － － 

資金の借入 10,000 短期借入金 10,000

役員 武井昭 － － 
当社専務
取締役 

15.20 － － 資金の借入 10,000 短期借入金 10,000  

役員 武井泉 － － 
当社常務
取締役 

15.17 － － 資金の借入 10,000 短期借入金 10,000



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は1株当り当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

  
１株当たり純資産額 207円61銭 

１株当たり当期純損失 88円24銭 

１株当たり純資産額 232円53銭 

１株当たり当期純利益 24円04銭 

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前事業年度

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失

金額 

   

当期純利益又は当期純損失(△)（千円） △312,326 85,094 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は普通株式

に係る当期純損失(△)（千円） 
△312,326 85,094 

期中平均株式数（株） 3,539,640 3,539,463 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【投資有価証券】 

  

  

その他 
有価証券 

株式 

銘        柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 

（千円） 

㈱三菱東京フィナンシャル・グループ 4 5,440 

㈱常陽銀行 6,063 4,644 

㈱豊栄 147 2,720 

エムケー精工㈱ 4,000 2,560 

ＮＩＰＰＯコーポレーション㈱ 1,100 1,127 

その他10銘柄 － 5,298 

計 － 21,790 

その他 

種 類 及 び 銘 柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額 

（千円） 

（投資信託受益証券） 

ＤＬ・Ｊリサーチ 1,000 10,569 

(投資事業有限責任組合出資金)

ＷＩＣ1号投資事業有限責任組合 1 2,103 

計 － 12,672 

投資有価証券合計 － 34,463 



【有形固定資産等明細表】 

（注）１．当期増加額のうち主なものは下記の通りであります。 

２．当期減少額のうち主なものは下記の通りであります。 

３．長期前払費用の（ ）内は内書きで、延払利息の期間配分等に係るものであり、減価償却と性格が異なるため、償却累

計額及び当期償却額の算定には含めておりません。 

４．無形固定資産の金額が資産総額の1％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省

略しております。 

  

 

資産の種類 
前期末残高
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産    

建物 1,446,550 － 1,340 1,445,210 969,839 35,899 475,370

構築物 1,292,482 11,642 8,768 1,295,356 1,091,185 31,746 204,170

機械及び装置 1,287,865 9,116 260 1,296,722 1,160,051 20,834 136,671

車両運搬具 19,236 － 8,080 11,155 10,475 247 680

工具器具備品 1,355,798 67,805 51,892 1,371,711 1,221,784 93,904 149,926

土地 1,659,223 － － 1,659,223 － － 1,659,223

建設仮勘定 － 20,080 2,750 17,330 － － 17,330

有形固定資産計 7,061,156 108,644 73,091 7,096,709 4,453,336 182,631 2,643,372

無形固定資産    

ソフトウェア － － － 8,235 － 2,715 5,520

電話加入権 － － － 12,506 － － 12,506

無形固定資産計 － － － 20,742 － 2,715 18,027

投資その他の資産    

長期前払費用 
44,317 

  
20,571 

  
－
  

64,412
（51,000）

7,625 1,381 
29,620

（23,833）

繰延資産    

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

工具器具備品 型枠等 67,318千円 

工具器具備品 型枠等 49,652千円 



【社債明細表】 

 （注）１．金額の( )内書きは、1年以内の償還予定額であります。 

２．決算日後5年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入残高に対する加重平均率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額「その他」は、洗替えによる戻入額14,000千円及び債権回収に伴う戻入額6,349千円であります。

  

銘柄 発行年月日 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

利率
（％） 

担保 償還期限 

第12回物上担保付社債 平成13年８月27日 
200,000

（200,000）
－

（ － ） 
1.39

土地・建物
(第３順位) 

平成18年８月25日

第14回物上担保付社債 平成15年12月12日 
150,000
( 60,000）

90,000
(60,000）

0.85 無担保 平成20年12月12日

合計 － 
350,000

（260,000）
90,000

（60,000）
－ － － 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内

（千円） 
３年超４年以内

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

60,000 30,000 － － － 

区分 前期末残高（千円） 当期末残高（千円） 平均利率（％） 返済期限 

短期借入金 1,190,000 1,600,000 2.3116 － 

一年以内に返済予定
の長期借入金 

929,730 906,190 3.1756 － 

長期借入金(１年以内
に返済予定のものを
除く。) 

1,509,050 925,900 3.1756 平成22年7月 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 3,628,780 3,432,090 － － 

  
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内

（千円） 
３年超４年以内

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 606,400 219,500 100,000 － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 243,925 38,911 8,568 20,349 253,918

賞与引当金 28,000 17,600 28,000 － 17,600



(2）【主な資産及び負債の内容】 

(1）資産の部 

イ．現金及び預金 

  

ロ．受取手形 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）期日別内訳 

  

 

区分 金額（千円）

現金 3,356 

預金の種類 

当座預金 232,959 

普通預金 1,046 

定期預金 200,000 

別段預金 321 

計 434,327 

合計 437,683 

相手先 金額（千円）

前田道路㈱ 33,584 

千葉窯業㈱ 19,574 

茨城県コンクリート製品協同組合 18,094 

鹿島道路㈱ 17,849 

日本道路㈱ 17,245 

その他 212,858 

合計 319,207 

期日別 金額（千円）

平成19年７月 63,036 

平成19年８月 54,375 

平成19年９月 49,566 

平成19年10月 123,477 

平成19年11月 28,600 

平成19年12月以降 150 

合計 319,207 



ハ．売掛金 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）売掛金滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税等を含みます。 

  

ニ．製品・商品 

  

 

相手先 金額（千円）

前田道路㈱ 64,281 

㈱大林道路 34,544 

日本道路㈱ 23,586 

鹿島建設㈱ 21,151 

日鋪建設㈱ 14,893 

その他 611,832 

合計 770,290 

期首残高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

当期末残高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

717,965 6,100,851 6,048,527 770,290 88.7％ 44.5日 

品目 金額（千円）

製品 

道路用製品 132,678 

水路用製品 281,967 

擁壁・土止め用製品 85,065 

法面保護用製品 34,439 

その他 34,806 

合計 568,957 

商品 

コンクリート二次製品 2,124 

その他 41,123 

合計 43,247 



ホ．原材料 

  

ヘ．貯蔵品 

  

(2）負債の部 

イ．買掛金 

  

 

品目 金額（千円）

鉄筋 51,986 

受枠 6,028 

出荷用部品 2,898 

エバホール用小反斜板 2,239 

フランジ 1,738 

その他 4,807 

合計 69,697 

品目 金額（千円）

タルキ 9,232 

角材 3,340 

その他 7,136 

合計 19,709 

相手先 金額（千円）

日東企業㈱ 22,024 

坂野興業㈱ 19,635 

岡本興業㈱ 19,519 

ダイクレエンジニアリング千葉 17,896 

㈲真家製作所 12,964 

その他 143,117 

合計 235,158 



ロ．未払金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

相手先 金額（千円）

給与 80,731 

運送費 60,769 

割増退職金 41,045 

土浦社会保険事務所 12,166 

その他 77,104 

合計 271,817 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

  

 

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中 

基準日 ６月30日 

株券の種類 10,000株券 1,000株券

剰余金の配当の基準日 12月31日 ６月30日

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱信託銀行株式会社 証券代行部 

取次所 三菱信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 株券１株につき印紙税相当額

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱信託銀行株式会社 証券代行部 

取次所 三菱信託銀行株式会社 全国各支店

買取手数料 買取代金に対し所定の方法で算出

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第51期）（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月28日関東財務局長に提出。 

(2)半期報告書 

 （第52期中）（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日）平成19年３月28日関東財務局長に提出。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２７日

株 式 会 社 武 井 工 業 所 

取 締 役 会  御  中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社武井工業所

の平成１７年７月１日から平成１８年６月３０日までの第５１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社武井工業所

の平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載されているとおり、会社は第４９期事業年度から継続して経

常損失及び当期純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当

該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映

していない。 

 ２．「会計方針の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用して財務諸表を作

成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 尾 崎 隆 昌 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 飯 塚 俊 二 

      



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書   

  平成19年９月26日

株式会社 武井工業所   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 麻生 和孝 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 飯塚 俊二 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 永澤 宏一 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社武井工業所の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第52期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社武井工業所の平成19年６月30日現在の財務状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は当事業年度においては、経

常利益、当期純利益となったが、過去の業績は３期連続して経常損失及び当期純損失の状況にあり、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在している。 

 当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （※） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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